プレスリリース
94社と41カ国が、ビジネスと人権に関する取り組みを公開
2015年2月25日ロンドン---本日、ビジネスが人権に及ぼす影響に対する企業および国家の取り組みの詳細が書かれてある新たなインターアクティブプラットフォームが2つ公開されました。これらプラットフォームで、有益な好事例が数多くある一方で、取り組むべき課題も数多く残っていることが分かります。

NGOビジネス・人権資料センター（Business and Human Rights Resource Centre）は、100カ国の中央政府と180社以上の企業に、ビジネスと人権に関する方針と行動についての具体的な質問をお願いしました。アンケートを送付した企業の52%、そして政府の40%から回答が得られました。これらの回答から、「国連・ビジネスと人権に関する指導原則」(いわゆるラギー原則)が多くの方にとって行動を起こす原動力となっている一方で、国家と企業の相互理解や連携した活動がまだ不足であることが明らかになっています。 

ビジネス・人権資料センターの事務局長フィル・ブルーマー氏は、「私どもの新たなプラットフォームは、ビジネスと人権に関する国家と企業の行動の透明性を高め、優れた慣行の共有により、両者に必要とされる活動を推進するものです。一般の方にビジネスと人権に関する行動を無料で比較いただける、史上初のウェブサイトです」と述べています。
コカコーラ、中国海洋石油総公司（CNOOC）、テレフォニカ等をはじめ、世界のあらゆる地域の企業から回答が寄せられました。その回答の多くで、複雑なサプライチェーンと国家の施策の不備が人権の尊重を守る上での課題であることが明らかになっています。企業が現在取り組んでいると回答した活動のうち、もっとも一般的なものには、方針によるコミットメント、外部報告、サプライヤーへの関与等があります。企業規模上位50社のうち34社は現在、その人権に関する方針綱領を公開しています。  
小売りおよびアパレル部門からの反応はあまり芳しくなく、回答を寄せたのはわずか25％で、そのほとんどがアパレル企業でした。多くの国営の資源開発企業からも回答は得られませんでした。回答率が最も高かった部門は、食品・飲料（73%）でした。
欧州連合は加盟国の71％が回答しており、地域別での最も高い回答率となりました。以前からビジネスと人権の問題に積極的な国家（ブラジル、ノルウェー、ドイツ、米国等）の多くからは回答があり、方針策定の初期段階の国家（バーレーン、イスラエル、日本、ミャンマー等）からも回答が得られたことで、今後に期待が持てます。 

ビジネスと人権に関する国別行動計画を策定する機運が各国で高まっています。行動計画を策定済みの国家は現在4カ国（デンマーク、フィンランド、オランダ、英国）に過ぎませんが、12カ国以上が策定中あるいは策定予定であると表明しています。ほとんどの国家は、これまでの取り組みとして立法活動を挙げています。同時に企業活動の影響から人権を保護する手段として、域外管轄権を認識している国家はほとんどなく、今後の課題として残っています。また、国家の回答の中で取り組みを強化するのに際しての課題として最も多く挙げられたのは、省庁間の垣を越えた協調に対する認識が欠けており、その調整が難しいということでした。
経済活動規模が大きい国家のうち、カナダ、中国、インド、ロシアからは、回答が得られませんでした。また、カナダとロシアの企業からも回答がゼロで、インドと中国の企業からの回答は、それぞれ29%と26%と低調でした。透明性が国家と企業の取り組み内容を改善させる鍵となるだけに、この結果は大変残念です。 
回答があった国家や企業では、いずれも積極的に実質的な活動を行っていることが報告されています。こうした活動としては、デンマークやフランス、英国、米国などにおける、いくつかの人権問題に関する報告義務であったり、事業活動を展開する国での人権に及ぼす影響評価の実施、および明確な苦情対応手順の策定などが挙げられます。
必要とされている協働
企業側が、国家のガバナンス問題に起因する人権課題を指摘する一方で、いくつかの政府は、企業との利害の対立がビジネスと人権への取り組みの障害となっているとしています。この認識のずれから、国家と企業の協力関係が必ずしも良好でなく、それどころか場合によっては互いに責任をなすり付け合うことさえあると言えるかも知れません。

これらアクションプラットフォームは各関係者の説明責任や透明性を高めることを目的としており、各企業と政府のプロフィールと並んで、NGOおよびメディアからの関連するニュースも含まれています。取り組み強化に向けての実践的なステップを共有し、まだ回答していない企業や政府を明らかにし、アカウンタビリティを問うための情報を提供しています。
ビジネス・人権資料センターのプログラムディレクターおよび「企業行動プラットフォーム」のプロジェクトマネジャー、アナベル・ショート氏は、 「大きな社会的および環境課題に直面する中で長期的成功を目指す場合、いかなる企業も人権と真剣に向き合う必要があります。私たちは、世界のあらゆる地域の企業に対して、行動を起こし、その進捗を共有するよう呼びかけています」と述べています。
「政府行動プラットフォーム」のプロジェクトマネジャー、エニコ・ホーバス氏は、「複数の国家行動計画が進行する中、各国政府は机上の空論ではなく、実効性のある保護と救済策を世界中で提供することを保障すべきです」と語っています。
メディア担当連絡先：
· 日本語でのお問い合わせは高橋宗瑠(日本代表)、takahashi@business-humanrights.org、080-6622-6277
· Annabel Short（プログラムディレクター、「企業行動プラットフォーム」プロジェクトマネジャー）、short@business-humanrights.org、+1 212 564 9160
· Eniko Horvath（調査員、「政府行動プラットフォーム」プロジェクトマネジャー）、horvath@business-humanrights.org、+44 (20) 7636 7774
· Joe Bardwell（企業の説明責任 & コミュニケーションオフィサー）、bardwell@business-humanrights.org、+44 (20) 7636 7774
「政府行動プラットフォーム」は英国外務省の補助金、「企業行動プラットフォーム」はGIZ（ドイツ国際協力公社）及びドイツ連邦経済協力開発省の補助金より実現しました。
ビジネス・人権資料センターはCorporate Human Rights Benchmark Group (CHRB、法人の人権指標グループ) のメンバーです。企業行動プラットフォームによる結果はCHRBが現在開発している方法論の考慮に入れます。CHRBの構成員はAviva Investors、ビジネス・人権資料センター、Calvert Investments、EIRIS、The Institute for Human Rights and Business、 VBDO。
Business and Human Rights Resource Centre（ビジネス・人権資料センター）は、企業の人権課題に関する情報を蓄積する国際NGOです。市民社会から問題提起があった場合は、その企業に回答を求めます。回答率は、グローバルで70%を超えます。
